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研究兼務 

博士学生 

技術 
シーズ 大学 

 
大学改革 

 
ガバナンス

強化 
 

経営改善 
 

資源配分の
抜本的改善 

 
事務局改革

等 
 
 

公的研究
機関 

(基礎研究) 

 
 
       

大企業 
 研究委託 

事業化 

ベンチャー 
中堅企業 
中小企業 

産学共同研究（政府プロジェクト等） 

ベンチャー企業 

１．橋渡し機能の強化  革新的な技術シーズを磨き上げ、事業化へと繋ぐ機能の強化 
２．技術シーズ創出力を強化  効果的な資金配分、公的研究機関・大学の改革による一体的連携 
３．人材育成・流動化   産学官間での人材の相互活用、プロジェクト・マネジャー（PM）人材の育成 

産業界 大学等 

我が国のイノベーション・ナショナルシステムの改革戦略 

 ベンチャーや中小・中堅企業への支援強化  
 プロジェクト・マネジメント力の強化、プロジェクト・マネージャー（PM  ）人材の育成  

公的研究機関※ 

ファンディング機関 

 
 
       

「クロス・アポイント制度」を活用した大学
教員と公的研究機関研究者を兼務 

博士人材育成： 博士学生を研究者として受入れ、実践的研究経験後に産業界へのチャンス 

研究後期段階は事業化への企業の
コミットメントを得た受託研究を基本 

 
 

研究後半（受託研究を基本） 

革新的な技術シーズを磨く 

研究前半（公的資金活用） 
企業からの受託研究 

【流れ】 

公的研究機関 

世界的な産学官連携拠点の整備： 産学官相互の垣根を越えた連携体制を構築 

大学等からの技術シーズの汲上げ  企業のコミットメントを得た研究 

産業ニーズを把握し研究内容を設定 
マーケティングを行う専門部署の設置、
人材の育成 

戦略的な知的財産管理        
幅広い活用を促すため、自ら知財を所
有し、企業等へライセンス付与を行う 

目的基礎
研究 

評価基準の見直し： 企業からの資金獲得を重視 

研究人材 

博士採用 
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